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北海道における米の直接販売に関する考察	
 

―用途別ブレンド精米の周年出荷を行う農家の販売対応を事例として―	
 

	
 

	
 

土田	
 渉	
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５．おわりに	
 

	
 

	
 

１．はじめに	
 

	
 

これまで北海道における水田作経営の展開を論じる際には，経営耕地規模の拡

大や集約作物導入による複合化について取り上げられることが多かった。しかし

ながら，近年の米価下落や生産資材価格の上昇による所得の低下という厳しい経

営環境の中では，これまで研究が希薄であった販売部門への事業拡大についても

考察する必要がある。	
 

個別経営における米の直接販売に関しては，1995 年に食糧法が施行され制度上

販路が容認されて以降，都府県を中心に消費者に対して高品質な米を有利販売し

ていく取り組みが注目されてきた（註１）。一方，北海道は生産される米の食味評

価は全国平均と比較して上回っているにも関わらず，依然として産地としての評

価は相対的に低位に留まっている（註２）。また，大消費地からの遠隔地という厳

しい条件も持っている。	
 

そのため，消費者向け直接販売を考える上では，産地としての評価の低位性・

輸送コストなどの面から限界がある。そこで，個別経営が北海道米に対する業務

用・加工用需要に対応し市場を開拓していくことが考えられる（註３）。北海道の

水田作経営の特質を活かしながら，業者に向けた直接販売を行うための販売対応

を考察することは，現在の非常に厳しい経営環境を打開する新たな展開を模索す

る上で意義があると考える。	
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そこで，本論文の課題は，北海道における米の直接販売の実態に接近すること

である。まず，水田作経営における米の出荷先と米の直接販売の実施状況を確認

する。次に，米の全量直接販売を行う農家を事例とした実態分析により系統出荷

から直接販売へ移行する過程と販売先の変遷を示す。さらに，現在多様化してい

る業務用・加工用の需要を踏まえ，①玄米・精米の別，②品種選択とブレンド比

率，③荷姿・配送頻度，④数量，⑤品質，⑥価格の６点についての販売対応を詳

細に把握する（註４）。そして，それらを総合的に考察して，北海道における米の

直接販売の実態とその成功要因を示す。	
 

	
 

２．空知地域における米の直接販売の実態	
 

	
 

2006 年に行った経営実態調査（註５）より米販売の特徴を整理し，米の直接販

売の実態に接近する。ここでは対象を石狩川流域の中核的な水田地帯である空知

地域に限定している。	
 

表１に経営規模階層別の水稲出荷先別農家戸数を示した。水田作経営の米の販

売先をみていくと系統出荷を行う経営が 97.5％とほぼ全農家に及ぶ。しかし，米

の直接販売を実施している農家は全体の４割程度と，何らかの形で直接販売を実

施している農家が比較的多い点を特徴として指摘できる。	
 

直接販売実施農家の販売先をみると，系統出荷も含めて多数の販売先を有して

おり，業者への直接販売は少なく，消費者を対象とした小規模の直接販売が大層

を占めるなど，直接販売の実施程度は低位にとどまっている。しかしながら，こ

の点が北海道における個別経営の米の直接販売の実態を示すものであり，現状で

は大規模な直接販売の実現は難しい点が示唆される。	
 

とはいえ，500 俵以上直接販売している農家も 4.9％存在する。表２によりその

特徴をみていくと，経営規模が大きい経営が多くみられる点，労働力が比較的充

実している点が共通している点としてあげられる。ただし，転作率が地域内でも

低い経営が多くみられることから，比較的水稲作へ特化している点がうかがえる。

このように米の直接販売を強化している経営が，事例的に北海道でもみられた。	
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３．米の直接販売への転換と販売先の変遷	
 

‐Ｓ農場における直接販売を事例として‐	
 

	
 

本章では米を全量直接販売しているＳ農場を事例とし，その経営の特徴と販売

部門の展開を明らかにする。	
 

事例としたＳ農場の経営概況は以下の通りである。経営主は 24 歳で就農し，27

歳で経営主となっている。経営移譲をした頃から，農業情勢の先行きが不透明な

中，助成金に頼らず収入を確保するため，水稲を経営の中心にしたいと考えてい
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た。そのため，経営移譲前までは生産調整に合わせ地域の平均的な土地利用を行

ってきたものの，徐々に転作率を減少させていき，2005 年には水稲単作経営とな

っている（註６）。現在の経営面積は 31.7ha で大規模な水稲単作経営であり，米

は全量直接販売を行っている。基幹的労働力は経営主と妻の２名で，母が補助的

労働を行っている。	
 

これらを踏まえ，米の販売部門について詳細にみていく（図１）。はじめに消費

者に対する直接販売を，次に業者に向けた直接販売をみる。	
 

まず，消費者向けの直接販売の品種は彩（註７）で，販売量は約 200 俵（2006

年）である。経営全体の販売量に占める割合は少ないものの，最も早くから開始

した直接販売である。	
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次に，業者に向けた直接販売をみる。Ｓ農場の販売部門は，系統出荷と直接販

売との比率，販売先において大きな変化を遂げている（表３）。1995 年までは消

費者向けの直接販売を除き系統出荷を行っていた。しかし，1996 年，水稲が病虫

害の被害を受け，規格外になった米を全量庭先業者へ販売する。これが業者に向

けた直接販売を開始する契機となる。1997 年，系統販売を再開するものの，業者

に対する直接販売にも取り組むようになり，以後，徐々に系統出荷の割合を減ら

していく。そして 2004 年，系統出荷がなくなる。この期間，販売先の変更はある

ものの，どの販売先も播種前契約はなく，出来秋に価格交渉を行い，全量玄米販

売をしていた。販売手数料分が差し引かれないため，系統出荷に対する価格メリ

ットはあるが，現在の低い米価水準の下では経営が厳しいことには変わりない。

玄米販売では他に打つ手立てがなく差別化が難しいため，販売部門の強化の方策

を見出せない状態にあった。	
 

2004 年春，知人からスーパーＤにおける商品開発に参加しており食品加工や農

産物流通に広く携わっているＡ氏を紹介される。スーパーＤは本州の食品スーパ

ーマーケットであり，Ａ氏を通じてＳ農場へ用途別ブレンド米の精米販売を持ち

かけた。精米販売へ転換することで付加価値を高めることができる点，周年出荷

により毎月収入が入り代金回収の問題がなくなる点，播種前契約により出来秋に

右往左往する必要がない点が決め手となり，Ｓ農場はこの取引を始めることにな

った。	
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４．米の全量直接販売への販売対応	
 

‐Ｓ農場における用途別ブレンド米の精米周年出荷体制を事例として‐	
 

	
 

本章では，多様化している業務用・加工用米の需要を踏まえ，スーパーＤの要

求を確認し，それらの要求に対しどのような販売対応を行っているのかを明らか

にする。	
 

①玄米・精米の別についてスーパーＤは，精米設備を持たないため用途別ブレ

ンド米の精米出荷を要求している。Ｓ農場は，2004 年冬，納屋建設と赤外線乾燥

機の購入により約 6,000 万円の投資を行っていた。同年秋の精米室の設置にかか

り，さらに自己資金約 700 万円を追加的に投じている。納屋の建設が完了してい

たというタイミングもあいまって，半年間という短期間で全ての精米設備を整え

ている（表４）。	
 

②品種選択とブレンド比率についてスーパーＤは，品種選択等の決定に携わり，

ブレンドのあり方を模索し食味を向上させていくことを望んでいる。そこで，Ｓ

農場は販売会社Ｋを立ち上げている（図２）。Ｓ氏が生産研究員として米生産を取

り仕切り，Ａ氏が加工研究員として加工適正のある品種選定と用途別のブレンド

比率をプランニングしている。現在の品種は，加工特性に優れた多収量米である

品種Ｈを主力とし７品種で

ある。販売会社Ｋの収入は

手数料のみで，社員は毎月

小額の給与を得ている。③

荷姿・配送頻度についてス

ーパーＤは，用途別ブレン

ド米の周年出荷を要求して

おり，なおかつ工場の設備

に合わせた梱包と週単位の

発送という細やかな対応を

求めている。そのため，Ｓ

農場では週単位の配送体制

が組まれており，工場の設

備に合わせ梱包と配送方法

をかえている（表５）。精

米・出荷作業は家族労働力

を基本としているが，季節

的に需要が増大する時期には臨時雇用を活用している（表６）。	
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④数量についてスーパーＤでは，加工用米の全量をＳ農場から一元的に購入し

ているため，販売数量の順守を求めている。Ｓ農場では，スーパーＤの購入数量

の 1.5 倍の玄米を確保して，販売量が確保できないリスクを回避し，なおかつ売

上げの増大にも対応できるようにしている（表７）。	
 

	
 

	
 

	
 

⑤品質についてスーパーＤは，年間を通じ

て同じブレンド比率の精米を一定の品質に保

って出荷することと，出荷する米がトレーサ

ビリティに対応していることを求めている。

スーパーＤはロットが小口であるため，東北

の卸売業者から購入していた際には，相手先

に主導権があり，ブレンド比率を変えられて

しまう場合があった。Ｓ農場では，品質を一

定に保つため，同品種でも圃場別に乾燥調整

重量を記録し，区分して管理している（表８）。

またブレンド比率を毎日記録し，トレーサビ

リティに対応している。さらに，安心・安全

な米の生産に配慮しＳ農場では減農薬・減化

学肥料栽培に取り組んでいる。	
 

⑥価格についてスーパーＤは，流通ルート

を短縮化したことによる低価格化と多収量品

種の値ごろ感を求めている。現在のブレンド

米の平均価格は，14,000 円/精米俵＋運搬費

で，年間を通じて一定に保たれている（前掲

表３）。Ｓ氏はスーパーＤにとって値ごろで魅力ある価格で，なおかつＳ農場が再
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生産可能な価格水準を求めており，現在の価格水準で採算ラインに達していると

判断している。	
 

Ｓ農場の販売部門における課題は，貯蔵施設の設備が不十分な点である。しか

し，2008 年に，米を保管している納屋に温度調整機能を設置する計画がある。こ

の整備が終われば精米販売による周年出荷体制に必要な設備投資が完了する。	
 

また，経営主は今後の展開を以下のように考えている。	
 

第一に，販売量は現状を維持することである。この判断には，家族労働力を基

本とする経営展開を考えており，雇用労働力の活用による事業規模の拡大を志向

していないことも関係している。	
 

第二に，安心・安全に配慮した米を生産することにより新たな優位性を獲得す

ることである。Ｓ農場は毎年新たな生産技術を取り入れ，新たな販売プランを考

案する資料として蓄積している。	
 

	
 

	
 

５．おわりに	
 

	
 

本論文の事例農家は，政策変化や農協共販のあり方に左右されない経営展開を

志し，米の直接販売体制を模索してきた。そして，現在，家族労働力を基本とし

て，再生産の見込める販売価格が実現できる販売先を確保した。主な販売先であ

るスーパーは，事例農家の意向に沿った販売先であると判断できる。ただし，価

格交渉の主導権が相手にある点や主な販売先を１社に限定しているため相手の経

営状態の影響をダイレクトに受ける点など，今後の経営展開に危険性がないとは

言い切れない。	
 

	
 しかしながら，このような危険性があるものの，北海道において個別経営が業

務用・加工用米の直接販売で経営を展開している先進的な事例として評価し，事

例分析によってその販売対応を明らかにしてきた。本論文の分析の限りにおいて，

北海道における米の直接販売の成功要因を示せば以下のとおりである。	
 

第一に，系統出荷から直接販売へのシフトにおけるリスクの受け入れである。

北海道の水田作経営はその多くが系統出荷に依存している。それは大規模，高転

作率といった北海道水田作経営の特質ゆえである。そのため実態においても，系

統出荷を維持しつつ直接販売を実践する農家が多くを占めていた。事例が採った

行動は，直接販売に踏み切るための決断力が強く現れた結果であり，その点をま

ず評価しておく必要がある。	
 

	
 第二に，人的ネットワークの構築である。事例農家の米生産を中心にした経営

戦略が，食品加工や農産物流通に広く携わっている人物の目に留まることで，販
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路の開拓に結びついていた。	
 

	
 第三に，直接販売の強化にともなう新規投資と投資可能な経営体力である。事

例農家の販売部門は，玄米販売から精米販売への転換により大きく変化を遂げて

いた。玄米販売では差別化が非常に困難であり，販売部門の強化の方策を見出せ

ない状態にあった。しかし，精米販売に転換し家族労働力による精米作業を内包

化することで付加価値を高めることに成功していた。事例農家は好条件を提示す

る業者からの販売要請があった際に，即座に申し出を受け入れる経営判断を行っ

ていた。それができた背景には，主に自己資金による設備投資を，先行的に踏み

切っていたことがある。	
 

第四に，マーケティング部門の確立と専門知識を持つ人物によるマネジメント

である。高品質米の有利販売の道が閉ざされている北海道の水田作経営にとって，

複数品種のブレンドによる差別化を行うことは非常に大きい意味を持つが，事例

農家がこのような販売対応を行うことが出来たのは，外部の人間の専門知識を獲

得できた影響が大きい。	
 

第五に，家族労働力，細やかな経営努力の積み重ね，信頼関係の構築である。

品種選択とブレンド比率の決定，荷姿・配送頻度，数量確保，品質保持に対し，

細やかな販売対応を行っていた。農家の経営努力による細やかな販売対応は非常

に高い評価を得ており，販売先から信頼を勝ち得ている。	
 

北海道における米の直接販売の実態は，活動自体は活発になっていると考えら

れるが，依然として系統出荷に依存した対応が中心である。このような中，本論

文の事例は，北海道における米生産のメリット・デメリットをくみ取った上で，

米の直接販売の可能性を模索した経緯と結果が示されていた。ただし，用途別ブ

レンド精米の周年出荷体制に移行して間もなく，投資の過程段階にあり，資本の

回収を含めた十分な経営分析が行えていないため，限定的な評価であることに注

意しなければならない。しかしながら，今後，農業情勢の先行きが不透明な中で，

大規模水田作経営が自らの経営努力により販売対応を強化していくことは，今後

選択されうる経営戦略の一端を示すものである。	
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（註）	
 

	
 

（註１）斉藤［１］は，「米を独自販売している生産者」の経営活動に注目し，

これまで農業経営の分野において希薄であったマーケティング管理論の

視点から，販売戦略や販売管理の特質を明らかにしている。	
 

（註２）澤内ほか［２］は，ヘドニック価格分析を用いて，産地名，品種及び食

味に着目し米の価格形成要因の分析を行っている。その中で，北海道産

米の食味は全国平均を上回っているにもかかわらず，価格については全

国平均を下回ったままであることを確認している。	
 

（註３）仁平［３］は，非良食味地帯における「売れる米作り」に向けた系統に

おける用途別の販売対応を取り上げ，現状と課題を明らかにしている。

単協による業務用加工原料米に活路を見出さんとする積極的な対応が存

在することを明らかにしている。しかしながら，北海道における個別経

営の米直接販売を対象とした研究は少ない。	
 

（註４）冬木［４］は，近年の米需要に関して，米市場が多様化しており需要側

からは「価格」以外にも「品質・食味」や「安定的な数量確保」が仕入

基準として重視されている点を指摘している。また，米そのものに対す

るニーズだけではなく，単品・ブレンドの違いといった仕入構成，荷姿，

配送頻度・数量などの物流面でのニーズも様々であることを指摘してい

る。	
 

（註５）経営実態調査は，空知管内農協組合長会より北海道地域農業研究所に委

託された「空知農業・農協運営の現状と課題」に基づき実施された。各

市町村の調査農家数は農家戸数に準じて設定している。	
 

（註６）事例農家の所在地における生産調整は「手上げ方式」によって行われて

いる。生産者からの作付面積の意向を聞き取り，農事組合を単位に集計

している。その集計を取りまとめた結果，調整が必要であれば，農事組

合ごとに作付面積の調整を行っている。事例農家の所在地では，転作を

希望する農家が多いため，調整は割り当てられた水稲作付面積を消化す

るため行われている。	
 

（註７）彩という品種は粘りが非常に強いという際立った特徴があり，生産量が

少なく基本的に系統では取り扱わない品種である。	
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